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日本の人口見通しと地域課題



出典：厚生労働省HP



都道府県別の人口増減率（2024.10 人口推計）

出典：総務省HP

・人口増加は東京都と埼玉県。
・45道府県で人口減少。うち34道府県で減少率が拡大。



都道府県別人口の増減要因（2024.10 人口推計）

出典：総務省HP

・全ての都道府県が自然減少。
・24都道府県が社会増加、他は社会減少。



人口減少の進展

地域間格差の拡大

担い手不足の深刻化

社会保障経費の増大

医療・公共サービス維持の困難

地域社会が抱える課題

地域インフラ維持の困難
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都道府県別・外国人人口の割合（2020年国勢調査）

出典：総務省HP



地域社会存続の危機

地域の持続性確保への懸念

地域社会を守るための
戦略としての多文化共生



多文化共生の歩み



地域における多文化共生プラン（2006）

総務省資料をもとに作成

背景:日系南米人等の外国人住民の増加

外国人を地域で生活する「住民」として捉える



改訂された多文化共生プラン（2020）

総務省資料をもとに作成

背景:外国人住民の増加・多国籍化、特定技能の創設、多様性・包摂性
のある社会実現の動き、デジタル化の進展等の社会経済情勢の変化

① 多様性と包摂性のある社会の実現による「新たな日常」の構築

② 外国人住民による地域の活性化やグローバル化への貢献

③ 地域社会への外国人住民の積極的な参画と多様な担い手の確保

④ 受入れ環境整備による都市部に集中しない外国人材受入れの実現



地域社会の未来を守るために



アルバイト探しが難しく経済苦

ゴミ分別ルールが難しい

英語等で対応可能な医療機関が分からない

役所の手続きが難しい、日本語のみ

住宅（保証人がいない、外国人不可）

在住外国人の生活実態

口座開設が大変



「地域戦略」としての多文化共生

これまでの貢献:人材不足の補填、地域経済の維持

人口減少緩和への寄与
多様性とイノベーションの源泉
地域コミュニティ維持のための社会参加

未来への期待



持続可能な共生に向けて

ルールに基づく共生・安心の確保・正確な情報発信と理解

多様性を活力に変え、地域社会の未来を守るための投資に


